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接続料の算定に関する研究会（第６回）議事録 

 

１．日時 平成 29年６月 29日（火） 16：26～17：51 

２．場所 総務省 10 階 総務省第１会議室 

３．出席者  

① 接続料の算定に関する研究会構成員 

辻 正次 座長、相田 仁 座長代理、池田 千鶴 構成員、酒井 善則 構成員 

（以上、４名） 

② 総務省 

富永総合通信基盤局長、巻口電気通信事業部長、藤野料金サービス課長、 

安東事業政策課調査官、堀内事業政策課市場評価企画官、 

内藤料金サービス課企画官、柳迫料金サービス課課長補佐 

４．議題 

○ 「接続料の算定に関する研究会」第一次報告書（案）について 

○ 今後の検討スケジュール（案）について 

 



 -2- 

【辻座長】  それでは、本日は皆様お忙しいところをお集まりいただきまして、ありが

とうございます。定刻となりましたので、ただいまから「接続料の算定に関する研究会」

第６回会合を開催させていただきます。 

 本日の司会進行を務めさせていただきます座長の辻でございます。よろしくお願いいた

します。 

 本日は、佐藤構成員と関口構成員がご欠席であります。 

 それでは、議事に入ります前に、お手元に配付されております資料につきまして、確認

をさせていただきたいと思います。では、事務局から確認をお願いいたします。 

【柳迫料金サービス課課長補佐】  それでは、皆様方のお手元に、座席表、議事次第、

資料６－１及び資料６－２を配付いたしております。また、情報通信六法を置かせていた

だいております。ご確認いただき、不足などございましたら、事務局までお申しつけくだ

さい。よろしいでしょうか。 

 なお、恐れ入りますけれども、本日、ワイヤレスマイクを使用しておりますので、お手

数ですけれども、ハウリング防止のため、ご発言の後にはスイッチをお切りいただきます

よう、ご協力よろしくお願いします。 

【辻座長】  それでは、本日の議題でございますが、本研究会にて前回までの議論を踏

まえ、事務局において取りまとめた「『接続料の算定に関する研究会』第一次報告書（案）」

について、議論を行います。第一次報告書（案）の内容につきましては、後ほど事務局か

ら説明がありますが、構成につきましては、資料６－１の目次にあるとおり、冒頭の「は

じめに」に続きまして、「第１章 電気通信市場の現状」、「第２章 ＮＧＮの設備への接続

ルールの適用」、「第３章 ＮＧＮの接続料の算定方法」、「第４章 ＮＧＮのネットワーク

管理」、「第５章 加入光ファイバの接続料の算定方法」、「第６章 報酬額の算定方法」、「第

７章 接続料と利用者料金との関係の検証」、「第８章 コロケーション及びその代替措置」、

「第９章 接続料交渉の円滑化」、以上の９章に整理されております。末尾に、「おわりに」

という形でまとめられております。 

 本日の進め方でありますが、最初に事務局から第一次報告書（案）について説明をいた

だきます。その後、質疑応答を、「はじめに」から第４章までと、第５章から「おわりに」

まで、この２つに分けて行います。最後に、「資料６－２ 『接続料の算定に関する研究会』

検討スケジュール（案）」について、事務局より説明していただきたいと思います。 

 それでは、「資料６－１ 『接続料の算定に関する研究会』第一次報告書（案）」につい



 -3- 

て、事務局より説明をお願いいたします。 

【柳迫料金サービス課課長補佐】  それでは、「資料６－１ 『接続料の算定に関する研

究会』第一次報告書（案）」について、ご説明いたします。資料６－１をご覧ください。最

初、１枚お開きいただきまして、先ほど座長からご説明がありました目次となっておりま

して、この目次の順番に、概要をご説明したいと思います。 

 １ページ目をご覧ください。「はじめに」というところで、これまでの本研究会での検討

の経緯を紹介しております。これは情報通信行政・郵政行政審議会答申での審議会からの

要望を踏まえて、総務省において具体的なアンバンドルの在り方についての検証というこ

とで、平成２８年１２月から次世代ネットワーク（ＮＧＮ）等の接続ルールに関する意見

募集及び再意見募集を実施しまして、それを踏まえて、今回、本研究会を立ち上げたとこ

ろでございます。 

 ２ページをご覧ください。ここからが、「第１章 電気通信市場の現状」でございます。

第１章の中で注目すべきところとしましては、４ページの図１－３でございます。図１－

３ではフレッツサービスの契約数の推移について図示しておりまして、その中でも青色の

部分のフレッツ光ネクストのサービスが少しずつ増えてきています。このフレッツ光ネク

ストがＮＧＮを使ったサービスでございまして、平成２０年３月のＮＧＮの商用サービス

開始以降、契約数が増えてきております。それ以前は、Ｂフレッツ等は地域ＩＰ網を使っ

たＦＴＴＨサービスだったのですが、今ではＮＧＮを使ったＦＴＴＨサービスということ

で、ＦＴＴＨにおけるＮＧＮの役割、重要性が高まってきてございます。 

 次に、６ページから７ページにかけまして、ＰＳＴＮマイグレーションの話を紹介して

おります。本年６月２８日に情報通信審議会電気通信事業政策部会において二次答申案に

ついてご審議いただいたところでございます。こちらにつきましては、接続の関係で申し

ますと、２０２１年１月頃から、ＮＴＴ東日本・西日本の光ＩＰ電話と各事業者網のＩＰ

－ＩＰ接続が開始されます。その後、２０２４年１月頃からは、加入電話が移行したメタ

ルＩＰ電話と各事業者網のＩＰ－ＩＰ接続が開始されます。他事業者発につきましては、

この１年前の２０２３年１月頃、片方向のＩＰ接続が始まるということを、補足として脚

注１１で紹介してございます。 

 次に、９ページをお開きください。「第２章 ＮＧＮの設備への接続ルールの適用」につ

いてでございます。１ポツ目、ＮＧＮの位置付けですが、現行の接続ルールは、電気通信

事業法第３２条の接続応諾義務に加えまして、第３３条で第一種指定電気通信設備との接
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続ルールが規定されております。この第一種指定電気通信設備制度を、ボトルネック設備

に着目した特別な接続ルールということで、固定通信事業において、都道府県ごとに５０

パーセント超のシェアを占める加入者回線を有する電気通信事業者につきましては、接続

約款の作成・公表義務、接続会計の整理・公表義務、網機能提供計画の届出義務の、３つ

の接続関連規制が適用されてございまして、現在、ＮＴＴ東日本・西日本が、この規制の

適用を受けてございます。 

 ＮＧＮについても、現状、第一種指定電気通信設備として指定は受けていますが、１０

ページの主な意見のところで、今回、ＮＴＴ東日本・西日本から、ＮＧＮについては第一

種指定電気通信設備規制は不要であるとのご意見がございました。他方で、競争事業者か

らは、ＮＧＮについて、引き続き第一種指定電気通信設備の規制は必要だという意見がな

されたところでございます。 

 こちらについての考え方は、１０ページの（３）の考え方で紹介してございます。現状、

都道府県ごとの加入者回線のシェアが５０パーセント超のＮＴＴ東日本・西日本のＦＴＴ

Ｈのサービスの利用者についてＩＳＰ事業者がサービス提供する場合や光ＩＰ電話の利用

者について発着信する通信サービスを他事業者が提供する場合は、ＮＧＮと接続すること

が事業展開上不可欠であると記載してございます。 

 １１ページの「これに関して、」のところですけれども、「『固定電話網の円滑な移行の

在り方』一次答申～移行後の IP 網のあるべき姿～」の中で整理されているのですが、これ

からＩＰ網への移行に向けて、ＮＧＮはボトルネック性を有するメタル回線と光回線が一

体として設置される設備としての性格を強め、ＮＧＮへの他事業者の依存性が強まること

等から、今後、ＮＧＮの重要性・基幹的役割が一層強まると整理してございます。そうし

たことも踏まえまして、引き続きＮＧＮを第一種指定電気通信設備に指定し、ＮＧＮとの

接続に関する接続料及び接続条件の公平性・透明性や、接続の迅速性等を確保するという

ことが必要と整理してございます。 

 １１ページの２ポツが、県間通信用設備の扱いでございます。こちらについては、１３

ページの（３）の考え方で整理させていただいております。まず、ＮＧＮとの接続に関す

る相互接続点（ＰＯＩ）の状況ですが、まず、ＩＰｏＥ接続というＩＳＰの接続につきま

しては、現在、東京と大阪にＰＯＩが設置されてございます。これが今回、事業者間協議

の結果、平成３０年度より、東京・大阪に加え、ＮＴＴ東日本エリアに７カ所、ＮＴＴ西

日本エリアで５カ所のＰＯＩを追加する予定となったと記載してございます。 
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 ただし、それでも現状、都道府県単位でＰＯＩが増設される見通しは示されていないと

いうことで、ＰＯＩの設置されていない道府県のＮＧＮの利用者向けにサービスを提供す

る場合は、県間伝送路を不可避的に利用せざるを得ないと記載してございます。 

 音声のＩＰ－ＩＰ接続、これはＰＳＴＮマイグレーション後のＩＰ－ＩＰ接続のことで

ございます。こちらにつきましては、事業者間の協議において、東京・大阪でＰＯＩを設

置するということが合意・確認されてございます。この場合にあっても、ＰＯＩの設置場

所以外の発着信については、ＮＧＮの県間伝送路を不可避的に経由するということになり

ます。 

 そうした前提がある中で、今回、県間伝送路の不可欠性に関しましては、１３ページで

まとめておりますが、ＮＴＴ東日本・西日本では、現状、公募調達での県間設備というの

も結構あるということもございますので、公募調達の設備がどれぐらいあるのか、また、

ＮＴＴ東日本・西日本、調達に係らない自己設置の県間設備の利用可能性について、今後

の見通しがどれぐらいあるのかといった点について、ＰＯＩの増設見通しとともに、さら

に検証を行っていく必要があると記載してございます。 

 １４ページでまとめておりますが、現時点では、第一種指定電気通信設備のうち、ＮＧ

Ｎは、県内通信に用いられる交換設備、同じく県内通信に用いられる伝送路設備、ＳＩＰ

サーバ等の付属設備であることを明示し、県間通信のみに用いられるルータ及び伝送路は、

先ほどの不可欠性の検証の対象とすべきであるとしてございます。 

 ただし、ＮＧＮというのは、ＰＯＩの数が限定されているという事情もございまして、

不可避的に利用せざるを得ないケースというのがございます。そうした場合の県間中継ル

ータ及び県間伝送路との接続条件につきましては、第一種指定電気通信設備との円滑な接

続の上で重要であるということもございますので、これについては、下の記載のとおり整

理したいと思っております。 

 １点目が、県間中継ルータ及び県間伝送路との接続の手続につきましては、第一種指定

電気通信設備接続約款において統一的に記載すべきこととする。 

 ２点目が、県間中継ルータ及び県間伝送路との接続において支払われる金額、こちらに

つきましては、ＮＴＴ東日本・西日本から自主的な取組を検討する考えというのがこの研

究会でも示されたところでございますので、現時点では第一種指定電気通信設備の接続約

款の記載事項とはせず、まずＮＴＴ東日本・西日本による適正性・公平性・透明性を確保

する取り組みを総務省から依頼し、その取り組み状況について注視し、見直すべき点がな
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いか検証を行うという形で整理してございます。 

 ３ポツのＰＯＩの増設につきましては、１５ページの（３）の考え方の下のところでま

とめてございまして、総務省においては、ＮＴＴ東日本・西日本に対し、ＰＯＩ設置の要

望には柔軟に対応することを要請し、引き続き、ＰＯＩの増設見通しについて注視する必

要があるとまとめてございます。 

 次に、１７ページをお開きください。こちらからが、「第３章 ＮＧＮの接続料の算定方

法」でございます。まず、今、ＮＧＮの機能がどうなっているかということで、ＮＧＮの

商用サービスが開始された平成２０年に同じく省令でできた収容局接続機能、中継局接続

機能、ＩＧＳ接続機能の接続約款メニューについて、１８ページ、１９ページで紹介して

ございます。 

 まず、１８ページの一番上の絵が収容局接続機能でございます。こちらは、ＮＴＴ東日

本・西日本でフレッツ光サービスを提供する場合や光コラボ事業者向けのサービス卸を提

供する場合に用いられている機能で、現状、ＮＴＴ東日本・西日本の利用部門のみが使っ

ている機能でございます。ポイントとしては、接続料の設定単位が収容ルータ１台当たり

の値段ということになっておりますので、月額の料金が、東日本で１１９.７万円、西日本

で１５１.５万円という形で、小規模事業者の参入がなかなか難しい状況になってございま

す。 

 図３－２が、今度は中継局接続機能でございます。こちらは音声のＩＰ－ＩＰ接続でご

ざいます。現在、ＮＴＴ東日本・西日本の光ＩＰ電話同士の接続で主に用いられてござい

ます。こちらの接続料につきましても、現状、月額料金が１０Ｇポートの定額接続料とい

うことで、ＮＴＴ東日本で４５８.３万円、ＮＴＴ西日本で４０４.２万円ということで、

なかなか音声で使うには使いづらいという設定単位になってございます。 

 実際、音声ではどういう接続をしているかというのが、１９ページの図３－３で書いて

いるＩＧＳ接続機能でございます。これは、ＮＴＴ東日本・西日本の光ＩＰ電話と発着信

するために、ＰＳＴＮのＩＧＳ装置を経由してＮＧＮと接続するものでございます。した

がって、この接続機能はＩＰ網同士の接続ではないということでございまして、こちらに

つきましては、今後、中継交換機や信号交換機が２０２５年頃に維持限界を迎えるとされ

ることに伴いまして、利用できなくなるとされているものでございます。 

 そうした面で、平成２０年に省令で設定されたＮＧＮの機能は、現在、ＩＰ－ＩＰ接続

で接続事業者には利用されていないということで、円滑な接続に貢献してきたとは言いが
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たいと、厳しい評価を書かせていただいているところでございます。そうした中で、優先

パケット識別機能等が平成２８年１２月にアンバンドルされ、この機能を使ったサービス

がこれから提供されようとしております。 

 ２０ページから２１ページの図３－５については、現状のＩＳＰの接続について紹介し

てございます。ＩＳＰの接続につきましては、ＩＰｖ４とＩＰｖ６に対応したＰＰＰｏＥ

接続とＩＰｖ６に対応したＩＰｏＥ接続の２種類がございまして、こちらは現在、接続約

款においては網改造料として整理されてございます。 

 ２１ページからが費用配賦でございます。ＮＧＮにつきましては、複数の機能がござい

ますが、中継ルータ、伝送路及び収容ルータ（高速制御部の一部を除く。）は共用的に使わ

れる設備でございます。現状、共用的に使われる設備はポート実績トラヒック比を用いて

費用按分してございます。ポート実績トラヒック比の算出にあたっては、費用按分の補正

としてＱｏＳ換算係数と帯域換算係数が考慮されておりまして、それらを紹介したものが、

２２ページの図でございます。 

 帯域換算係数につきましては、本研究会において議論がかなりしっかりなされたところ

でございまして、その考え方を２５ページで整理してございます。まず現状、設備ごとの

網機能を垂直統合して機能としまして、その機能ごとに費用を傾斜配分する帯域換算係数

が適用されてきました。ただ、以下の３つの課題というのが出てきたところもございます

ので、接続料の適正性を確保するために見直しが必要であるとしてございます。 

 課題の１つ目としましては、異なる事業者が各々ＮＧＮの同じ設備を同様に利用する場

合に、コストの配分に大きな差が生じているという点です。こちらにつきましてはソフト

バンクからプレゼンで紹介していただきまして、ＮＴＴ東日本・西日本の光ＩＰ電話を提

供する場合と、ソフトバンクが新しく優先パケットの機能を利用してＱｏＳ電話を提供す

る場合に、同じ設備なのに単価が１０倍ぐらい違うという紹介がございました。 

 ２つ目のポツは、帯域換算係数の導入の経緯としまして、そもそも使用帯域の大きい映

像系サービスのコスト負担が増大し、新規参入を阻害することを回避するためと整理され

ていたのですが、ただ、この点につきましては、映像系サービスにコストを少なく配賦す

べき理由が十分コスト論的に説明されていなかったということと、結果として、フレッツ

光サービスのコストを削減する一方で、映像系サービスである地上デジタル放送の再送信

にはコストはむしろ多く配賦されており、当初想定した効果は生じなかったと記載してご

ざいます。 
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 ３つ目につきましては、前回の研究会でも池田先生からご指摘をいただいたところです

けれども、スタートアップでトラヒックの小さい機能に大きな傾斜がかかっている。例え

ば、ＮＧＮの優先パケットルーティング伝送機能は、帯域換算係数の適用により、適用が

ない場合と比べて、ＮＴＴ東日本で１１１.３倍、ＮＴＴ西日本で５７倍の費用が配賦され

たというところでございます。 

 こうした問題点の指摘を受けまして、２６ページの下のとおり、整理してございます。

ポイントは、従来の方法を改めて、設備ごとにコストの発生態様に着目した適切なコスト

ドライバを検討することが必要であり、まずはトラヒック量をコストドライバとして用い

ることとすべきという点でございます。 

 もう１点が、２８ページの図３－１０のＮＧＮの機能の見直しで示させていただきまし

たとおり、現行の接続機能というのが設備ごとの網機能を垂直統合した形になっているも

のを、これを設備単位で横串に機能を見直すというものでございます。 

 この目的を２７ページの冒頭に書かせていただいたのですが、設備ごとの網機能の単位

コストがこれによって明確となり、異なる事業者がＮＧＮの同じ設備を同じように利用し

た場合にコストの同等性を確保することが可能となるというところがポイントでございま

す。 

 ＮＴＴ東日本・西日本からは、先ほどのＮＧＮの共用設備については、コストの発生態

様の実態を調査した上で、コストドライバの見直し検討を進めるとのご意見がございまし

た。したがって、両者から提案がある場合には、本研究会でこの点について検討すること

としたいと思います。 

 今回、ＮＧＮの機能を横串に見直すということで、新機能の接続料の設定単位について

は改めて検討する必要がございます。その中でも収容ルータにつきましては、今後、端末

系ルータ交換機能に見直されることになるのですが、現状、接続料の設定単位が収容ルー

タ１台ごとということもございますので、この点については、例えばトラヒック単位や契

約数単位で接続料の設定ができないか、検討することが適当であると記載してございます。

この点については、総務省よりＮＴＴ東日本・西日本に検討を求めることとすべきである

と整理してございます。 

 ２８ページからが、新しい接続要望への対応でございます。こちらについては、２９ペ

ージの（２）の主な意見のような要望が出されました。 

 ソフトバンクからは、接続を使ってＶＰＮを提供する場合や、閉域サービスを法人向け
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に提供する要望。また、同じくソフトバンクから、マルチキャストをネットワーク同士の

接続で提供することについて、課題を整理してほしいという要望が提示されました。 

 テレコムサービス協会とＪＡＩＰＡからは、ＮＧＮについて、卸同様にＩＳＰが料金設

定権を持って提供できるようにしてほしいという要望が提示されました。これは、現在、

ＩＳＰの接続については、フレッツ区間とＩＳＰ区間がブツ切り料金という形になってい

ますので、そこをまとめて料金設定できるようにしてほしいという要望でございます。 

 考え方を３０ページに整理してございます。（３）ですけれども、ＮＴＴ東日本・西日本

においては、こうした要望に対し、接続ルールに即した対応が求められると記載してござ

います。この点につきましては、ＮＴＴ東日本・西日本からの回答で、本年４月２０日か

らソフトバンクとの間で協議を開始したという回答があったところでございます。総務省

においては、接続協議の進捗を注視し、また、必要に応じ、時宜にかなった制度対応を行

うべきである、また、本研究会において、これらの要望に関し、関係事業者から意見を聴

取して、引き続き検討を行うとしております。 

 ３ポツ目が、ゲートウェイルータの接続用ポートの小容量化でございます。こちらにつ

いても、ＩＳＰの接続であるＩＰｏＥ接続と音声のＩＰ－ＩＰ接続の２種類がございます。 

 １つ目のアが、ＩＳＰのＩＰｏＥ接続でございます。こちらは、現状、今、１０Ｇｂｐ

ｓ、または１００Ｇｂｐｓの単位のポートのみが用意されているということで、小規模事

業者がＩＰｏＥ接続用のゲートウェイルータを介して直接接続で参入することが困難であ

ると。この点については、平成２８年１１月の情報通信行政・郵政行政審議会からの要望

を踏まえ、総務省から要請を出したところでございます。 

 ３１ページのイの部分が、今度、音声のＩＰ－ＩＰ接続でございます。今後、ＰＳＴＮ

マイグレーションに伴いまして、２０２１年１月から光ＩＰ電話とのＩＰ－ＩＰ接続が始

まるということになっておりますが、現在、ＩＰ－ＩＰ接続をしている中継局接続機能の

ゲートウェイルータが１０Ｇｂｐｓメニューのポート単位の定額制接続料となってござい

まして、この点は、「『固定電話網の円滑な移行の在り方』一次答申～移行後のＩＰ網のあ

るべき姿～」でも、音声通信であるということを考慮して、例えば１Ｇｂｐｓや１００Ｍ

ｂｐｓといったメニューが必要になるという提言がされたところでございます。 

 こちらの考え方につきましては、３２ページで整理してございまして、ＮＴＴ東日本・

西日本においては、これまでの審議会の答申を踏まえ、接続事業者からの希望を聴取した

上で、接続約款にゲートウェイルータの接続用ポートの小容量化の料金メニューを設ける
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ことが適当であると整理してございます。 

 ４ポツが、網終端装置の増設基準でございます。こちらは、ＪＡＩＰＡ、特にＩＳＰ事

業者にとって、現在深刻な問題だということで、要望が出されたものでございます。図３

－１１にありますとおり、現在、１契約当たりのインターネットのトラヒックが増大して

ございます。 

 ３３ページの図３－１２は、前回の研究会での池田先生のご指摘を踏まえて事務局で作

成した資料でございます。ＮＧＮのエッジルータにおける実績トラヒックのトレンドでご

ざいます。これを見ますと、ＰＰＰｏＥ接続の網終端装置のトラヒックのトレンドが大幅

に伸びてございます。こういった傾向もありまして、ＩＳＰ事業者からは網終端装置の増

設基準を緩和してほしいといった要望が出ているところでございます。 

 この点につきましては、ＮＴＴ東日本・西日本からは、表３－３にありますように、網

終端装置の提供メニューを用意し、ルータの種類ごとにメニューが色々異なるのですが、

それぞれ増設基準が示されてございます。ただ、この点につきましては、ＩＳＰ事業者か

らは、こうしたメニューの存在が認知されていなかったといった指摘がございます。この

メニューがあったとしても、さらに緩和するようなメニューに対して要望が出されている

ところでございます。 

 ３４ページに４つのポツがございますけれども、こちらがＩＳＰ事業者からの要望でご

ざいまして、ＮＴＴ東日本・西日本からは、この要望を踏まえて対応していく、メニュー

についても認知されていなかったので、そこは周知の仕方を工夫していくという回答があ

ったところでございます。 

 （３）の考え方ですけれども、２段落目のところで、ポイントとしましては、網終端装

置が輻輳した場合には、ＩＳＰ事業者にとって網終端装置の増設というのは、トラヒック

を疎通させるために不可欠でございます。また、速度といったサービスの品質に重要な影

響を与えることになりますので、網終端装置の提供メニューや増設基準が不当に差別的に

適用されると、ＩＳＰ事業者間の公正な競争環境を歪めることになります。 

 そのため、ＩＳＰ事業者がＮＧＮと接続する際の接続条件としまして、網終端装置の増

設の考え方、手続、提供メニュー・増設基準等については、ＩＳＰ事業者と十分協議、こ

こは団体交渉も含み、この基本的部分を接続約款に規定して、公平性や透明性を確保する

ことが必要という形でまとめてございます。 

 ３５ページからが、「第４章 ＮＧＮのネットワーク管理」でございます。平成２８年１
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２月に、優先パケット識別機能と優先パケットルーティング伝送機能がアンバンドルされ

まして、今後、これは音声通信だけではなくて、データ通信や映像配信といったサービス

の提供も期待されるところでございます。その場合、優先パケットが大量に流れたときに、

ＮＴＴ東日本・西日本のＮＧＮにおいては、ネットワーク容量の限界もございまして、一

定のコントロールをせざるを得ないというケースもあり得るというところでございます。 

 ただ、そのときのコントロールというところが不透明な形で行れたり、不当に差別的に

適用されるといったことがないように整理していく必要があるということで、今回考え方

を整理させていただきました。 

 この考え方については、３８ページをお開きください。まず、透明性を確保するという

ところで、ＮＴＴ東日本・西日本でも適切なネットワーク管理方針を定めるということで

ございますので、これを定めていただき、公表していただく必要があると書いてございま

す。 

 同じく３８ページの２段落目ですけれども、このネットワーク管理方針につきましては

接続約款に規定するというところでございますので、関係事業者等に意見表明の機会を与

え、また、優先パケットの量的規制の根拠の透明性を含めた方針の適切性と実効性を担保

する手続が必要であると記載しております。 

 加えてコントロールするだけではなく、増設も必要になってきますので、「また、」以降

では、ＮＴＴ東日本・西日本において、ネットワーク管理に支障を来たさない範囲で、適

切な費用負担のもと、増設についても検討する必要があるとまとめてございます。 

 イの部分が、このネットワーク管理方針の公平性・適正性の確保ということで、４点示

しておりますが、この方針を接続約款に規定するとともに、総務省において、これを制度

的に担保する必要があるとしてございます。１点目が、優先パケットの利用に当たって、

ＮＴＴ東日本・西日本の利用部門と接続事業者の同等性の確保。２点目が、接続事業者間

の同等性の確保。３点目が、利用者間、競合するコンテンツ・アプリケーション・サービ

ス等の間での不当な差別的取り扱いを行うものではないこと。４点目が、通信の秘密を遵

守することでございます。 

 ウの部分は、情報管理の問題でございます。ＮＴＴ東日本・西日本からは、優先パケッ

トの利用を希望する接続事業者に、優先パケットの利用の用途等の情報を求めたいという

意見がございました。接続事業者からこうした情報を求める範囲につきましては、適切な

ネットワーク管理を行うために必要な範囲に限られるべきである、その範囲の考え方及び
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情報を求める手続についても接続約款に規定するものとすべきと記載してございます。さ

らに、この情報につきましては、ＮＴＴ東日本・西日本の管理部門と利用部門との間で情

報遮断が必要という形でまとめてございます。 

 ３９ページからが、今度は「第５章 加入光ファイバの接続料の算定方法」でございま

す。１ポツが、加入光ファイバの耐用年数でございます。こちらにつきましては、平成２

８年７月の情報通信行政・郵政行政審議会答申での総務省への要望事項を踏まえまして、

総務省からＮＴＴ東日本・西日本に要請を行いました。要請の内容としましては、ＮＴＴ

東日本・西日本は、加入光ファイバについて、平成２０年度に法定耐用年数から経済的耐

用年数に移行しました。この経済的耐用年数を採用したときと同じ推計方法で推計した上

で、耐用年数の見直しについて検討してくださいというものでございます。 

 その検討結果が、４０ページの点線の枠の中でございます。表５－１の部分が、この要

請を踏まえた推計結果でございまして、今回の推計値が、現行の耐用年数と比べまして、

大体４、５年延びているという結果が出たところでございます。それにつけ加えまして、

ＮＴＴ東日本・西日本では、表５－２にありますように、７つの確率分布関数を用いまし

て、この上限と下限の中に現行の耐用年数があることや公認会計士協会の実務指針を踏ま

えまして、現行の加入光ファイバの耐用年数につきましては、直ちに見直しが必要な状況

には至っていないことを確認したと説明がございました。 

 この点につきましては、考え方において整理させていただきました。４２ページをお開

きください。４２ページの３段落目からでございます。ＮＴＴ東日本・西日本では、現行

の経済的耐用年数が７つの関数を用いた推計結果の範囲内に収まっていること等から、直

ちに耐用年数の見直しが必要な状況には至っていないとしておりますけれども、７つの関

数のそれぞれについて、これを用いることの妥当性、また、これら全てを推計に用い、そ

の推計結果の最大値と最小値の範囲内に収まっていれば、耐用年数を見直す必要がないと

することの妥当性のいずれについても、十分説明がなされているとは言えないと記載して

ございます。 

 現行の耐用年数が採用されて、既に１０年近くたっております。そうしたことにも鑑み

まして、ＮＴＴ東日本・西日本は、経済的耐用年数の適正な推計方法について、さらに十

分検討を行い、設備の使用実態に合わせ、耐用年数の見直しに向けて、早期に対応する必

要があると記載してございます。 

 また、４３ページの最後のところ、「以上から、」のところにまとめておりますが、加入



 -13- 

光ファイバの耐用年数の推計方法の検討及び見直しに向けた対応の早期実施について、更

に、本研究会において、ＮＴＴ東日本・西日本側より聴取し、検討を行うこととするとま

とめてございます。 

 ２ポツが、分岐端末回線の費用についてでございます。こちらは、戸建て向けのシェア

ドアクセス方式で用いられている分岐端末回線でございます。こちらにつきましては、Ｋ

ＤＤＩから２点課題が示されました。 

 ４４ページをお開きください。まず１点目としまして、利用者解約後に回線撤去する場

合の課題です。これは何かと申しますと、ユーザーが解約した後も、家まで引き込んでい

る引込等設備につきましては、他社のサービスの提供を受ける場合、これを転用すること

ができますので、基本的には、ユーザーが解約した後であっても、分岐端末回線は残置さ

れてございます。 

 この場合、接続事業者では、残置された回線撤去をその後したいと思っても、利用者解

約後の元の利用者に連絡をとることが難しいため、撤去の手続ができず、接続料の支払い

を求められてしまうという問題が提起されまして、（２）の主な意見のアの部分で、ＫＤＤ

Ｉからは、ＮＴＴ東日本・西日本から解約後のユーザーにアクションして、回線撤去でき

る手続を設定していただきたいという意見が示されました。 

 こちらの考え方は、４５ページの（３）のアの部分でございます。現在、ＮＴＴ東日本・

西日本とＫＤＤＩで協議をしてございます。こちらにつきましては、接続事業者が利用者

解約時に回線撤去をＮＴＴ東日本・西日本に申し出なかった場合、利用者解約後も接続料

の支払いを求められるという点については、改善することが必要であるところ、総務省は、

ＮＴＴ東日本・西日本に対して検討の加速を依頼することとし、その報告を受けて検討結

果の検証を行うこととするのが適当であるとまとめてございます。 

 ２つ目の課題、４４ページのイの部分でございます。分岐端末回線の接続料負担の課題

でございます。こちらにつきましては、今、分岐端末回線の費用が、現行の算定上、償却

状況の反映がないということで、下の図５－２のところで書いていますように、（１）の現

用回線の場合、（２）の残置回線の場合は、１５年を超えても、ずっと償却費を負担し続け

ることになります。他方で、（３）のように途中で回線撤去した場合は、１５年到達するま

での未償却残高を負担すればいいということで、（１）、（２）のケースと（３）のケースで、

分岐端末回線の減価償却費相当の費用負担で差異が生じるおそれがあるという指摘でござ

います。 
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 こちらにつきましては、ＫＤＤＩから、４５ページの（２）のイの２つの提案がござい

ました。案の１が、耐用年数経過前・経過後で分けて、個別に接続料を設定するというも

のです。案の２が、分岐端末回線の償却済み比率を算定に反映してほしいというものでご

ざいます。 

 ＮＴＴ東日本・西日本からは、案の１につきましては、個々の回線ごとに把握する必要

があるため、回線管理システムへの追加開発等が発生する可能性が高いということで、慎

重な意見が示されているところでございます。 

 考え方としましては、（３）のイの部分でございます。案の１のように、個別の回線の償

却状況を個々の回線の費用負担に反映させた場合は、例えば接続事業者に起因しない張り

かえが発生した際に、償却期間をその時点から再設定することになる等、当該事業者のみ

費用負担が増加することになりますので、公平とはならない。したがって、償却費の低減

分をすべての分岐端末回線の接続料に平均的に反映させることが公平と考えられるという

ことで、ここでは案の２の考え方を基本として、ＮＴＴ東日本・西日本に対応を求めるこ

ととするのが適当であると整理してございます。 

 ４７ページからが、「第６章 報酬額の算定方法」でございます。報酬額につきましては、

他人資本費用、自己資本費用、利益対応税の３つからなります。この他人資本費用と自己

資本費用をどうやって算定するか示したのが、図６－１でございます。 

 まず、電気通信事業に必要な資産をレートベースという形で整理しまして、レートベー

スに他人資本比率を掛けたものが他人資本、自己資本比率を掛けたものが自己資本でござ

いまして、さらに、他人資本に他人資本利子率を掛けたものが他人資本費用、自己資本に

自己資本利益率を掛けたものが自己資本費用でございます。現在、自己資本利益率が他人

資本利子率よりも高いという事情がございますので、自己資本比率の割合が大きければ大

きいほど、報酬額は高くなるという現状でございます。 

 ４８ページをご覧ください。自己資本比率と他人資本比率、この資本構成比がどのよう

に決まっているかというものを紹介させていただきます。左側が貸借対照表でございまし

て、こちらの貸借対照表の簿価から、レートベースをまず算出します。貸借対照表の資産

から、電気通信事業に必要な資産をレートベースという形にまとめていますので、レート

ベースに入らなかった資産は除外されます。除外するときに資本構成のところでも圧縮す

る必要があるんですけれども、現在は有利子負債以外の負債を圧縮するという運用がとら

れていますので、負債だけが圧縮された結果、自己資本比率が高まる現状でございます。 
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 今回、アの部分でＫＤＤＩからの提案は、現状、全てを有利子負債以外の負債から圧縮

するのではなくて、固定資産のうち投資その他の資産については、自己資本、固定負債か

ら圧縮することが提案されました。具体的には、繰延税金資産については自己資本から圧

縮し、繰延税金資産以外（関係会社株式・投資有価証券等）につきましては、貸借対照表

上の自己資本と有利子負債を除く固定負債の比率で圧縮することが提案されました。 

 こちらの考え方が、４９ページの（３）のアでございます。２段落目のところですけれ

ども、繰延税金資産につきましては、関口先生からもご指摘があったところではございま

して、税効果会計の適用により繰延税金資産を計上することによって、自己資本比率が上

昇することになりますので、繰延税金資産は自己資本から圧縮することが適当であり、現

行とられている算定方法を見直す必要があると整理しております。 

 その下の「他方で、」ということで、繰延税金資産以外（関係会社株式・投資有価証券等）

につきましては、自己資本・他人資本、両方から調達する可能性があるということもござ

いまして、ＫＤＤＩの提案では、自己資本から圧縮しなければならないのか明らかとは言

えないということで、なおも検討が必要であると整理してございます。 

 イの部分につきましては、ソフトバンクから、報酬額を算定するレートベースについて

は、未利用芯線を除外すべきだという提案がございました。こちらにつきましては、４９

ページのイのところで整理してございまして、現状、ケーブルの中にたくさんの芯線が含

まれておりまして、実際、ケーブル単位で敷設・保守管理が行われていますので、芯線単

位では除却・撤去を行うことができないという現状がございます。 

 ５０ページをお開きいただきまして、ケーブルの中の未利用芯線が、利用者や接続事業

者から申込みがあった際に提供するものとなっている場合には、それらすべての未利用芯

線を直ちにレートベースから除くべきと考えることは、現時点において困難であると記載

してございます。ここでのポイントは、未利用だからということではなくて、利用見込み

のない電気通信事業固定資産であるということが重要ですので、利用見込みのない電気通

信事業固定資産について具体的な提案がなされれば、本研究会において再度検討すること

と整理しております。 

 ５１ページからが、「第７章 接続料と利用者料金との関係の検証」でございます。スタ

ックテストの考え方は、５３ページの（３）で紹介してございます。 

 まず、アの部分、価格圧搾への対応と接続料算定との関係でございます。現行のスタッ

クテストガイドラインでは、スタックテストの基準を満たさなかったときに接続料をどう
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是正したらいいかという、その方法が示されていないという問題点があるということと、

接続料の是正だけが前提になっていまして、利用者料金等の是正の事後措置の話がなかっ

たということもございますので、今回の整理としましては、まず、スタックテストの基準

を満たさない場合の接続料を是正する場合の選択肢を第一種指定電気通信設備接続料規則

等において示すこととします。この接続料の是正による選択肢によるか、または利用者料

金等の是正を図る既存の事後措置によって対処することとすべきということも、考え方と

して示す必要があると考えております。 

 ３段落目は、接続料の是正による場合の選択肢として、どういうものが考えられるかと

いうものでございます。 

 １つ目が、接続料の原価と利潤の一部を複数年で回収する繰り延べというものでござい

ます。こちらについては、利用者料金というのが複数年で費用を回収するというものであ

る一方で、接続料というのは単年度主義ということで、接続料の原価利潤というのは１年

間の接続料で回収するというところで、期間の違いがございます。ですから、利用者料金

と接続料の費用回収の期間の違いに着目して、スタックテストの基準を満たさないという

ことが考えられますので、そうした場合には、接続料の原価と利潤の一部を複数年で回収

する繰り延べというものが考えられるのではないかというものでございます。 

 また、２つ目は、需要・費用等の予測値による将来原価による算定でございます。こち

らにつきましては、利用者料金というのは、需要・費用というのも将来の予測に基づいて

算定されるということもございますので、接続料についても同じように、需要・費用を将

来の予測による算定に変えるというやり方もあるのではないかというものでございます。 

 ３つ目の選択肢としましては、現行の接続料の算定に係る自己資本利益率、こちらにつ

いては上限が定まっていますので、上限の範囲内で自己資本利益率を調整することもでき

るのではないかというものでございます。最後に、こうした選択肢を第一種指定電気通信

設備接続料規則等において明示することが適当であるとまとめてございます。 

 次に、「また、」以降ですけれども、現行のスタックテストというのは、フレッツ光ネク

ストなどのサービスブランドを単位とした検証では、営業費の基準値が用いられておりま

す。具体的には５４ページをお開きください。図の７－２ですけれども、営業費の基準値

を用いるスタックテストとしまして、接続料の収入と利用者料金の差額が利用者料金収入

の２０パーセント、これを営業費の基準値としまして、この差分が営業費の基準値よりも

大きければスタックテストの基準を満たすという運用をしてございます。 
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 営業費の基準値を算定するときの営業費ですけれども、営業費の範囲が、脚注５１にも

書いていますように、過去の情報通信審議会での整理で、現状、販売促進費的なものが除

かれています。また、２００１年から２００５年度の平均値に基づいて算定したもので、

データとしても古くなっているというところもございますので、当面は２０パーセントは

適用するのですが、この２０パーセントである営業費の基準値については、改めて検討す

ることが適当であるという形でまとめてございます。 

 イの部分が、今度はスタックテストの検証の対象範囲でございます。こちらにつきまし

ては、本研究会においては、特に固定電話の基本料とドライカッパの接続料の関係をスタ

ックテストの対象にするかどうかという議論がなされたところでございます。 

 考え方としましては、イの部分の２段落目、利用者料金については、サービス競争がな

されている、または、潜在的にその可能性があるものから対象とすることが適当である。

ただし、その内容及び接続料の水準の面から、接続事業者にとって十分代替的な機能が別

にある機能、サービスの需要が減退し小さくなっているものに関しては、検証の対象外と

することが適当と記載してございます。 

 具体的には、５５ページに書いておりますが、現行ガイドラインの対象となっているも

ののうち、フレッツＩＳＤＮの提供に用いられる機能は検証の対象外と考えることが適当

としてございます。他方で、議論になっていました加入電話の基本料とドライカッパの接

続料に関しましては、現時点では検証の対象外とする要件を満たしているとは考えがたい。

ただ、今後、メタルアクセス回線の需要というのは一層縮減することも考えられますので、

この場合に、代替する機能の接続料等の水準によっては本検証の対象外とすることも考え

られますので、まずは２年後を目途として、これについて再度検討を行うことが適当とし

てございます。 

 最後に、「また、」以降ですけれども、検証の対象となる接続料につきましては、第一種

指定電気通信設備以外の電気通信設備も使われている場合には、これも含めるべきと記載

してございます。これは具体的にどういうケースかといいますと、今後、ＰＳＴＮマイグ

レーションで提供されるメタルＩＰ電話とかにつきましては、県間の設備も一体として料

金設定をされているということもございますので、こうした場合には、県間の設備につき

ましても、スタックテストの対象に含めるというものでございます。 

 ５６ページからが、「第８章 コロケーション及びその代替措置」でございます。コロケ

ーションについては、課題が５つございます。 
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 ５８ページをお開きください。１点目が、コロケーションが第一種指定電気通信設備設

置事業者の所有でない建物で行われる場合の情報等の開示でございます。表８－２では、

ＮＴＴ東日本・西日本のビル以外に、ＮＴＴコミュニケーションズのビルが直近では４８

ビルございます。このＮＴＴコミュニケーションズのビルについては、今、コロケーショ

ンの空き情報等の事前開示がないというところでございます。 

 この点につきましては、５９ページの（３）の考え方で整理されていまして、ＮＴＴコ

ミュニケーションズのビルの空き情報の開示がないため、接続事業者は、毎回相互接続点

調査の申込みが必要で、時間とお金がかかるといった課題が指摘されてございます。です

ので、ＮＴＴコミュニケーションズの所有ビルであっても、可能な限り情報の開示が行わ

れる必要があります。 

 この点につきまして、ＮＴＴ東日本・西日本からは、スペースについては、空き状況を

把握することができますので、スペースの空き情報の事前開示に向けて検討を行っていく

と。他方で、電力設備につきましては、その都度、ＮＴＴコミュニケーションズに確認を

していく必要がありますので、現時点での事前開示は困難という考えが示されました。こ

の点につきまして、ＫＤＤＩからは、電力設備につきましては、四半期ごと等に定期的に

確認して、その情報を接続事業者向けのホームページ等で開示していただけないかという

提案がございました。ですので、まずはＮＴＴ東日本・西日本における改善策を注視し、

その検討を総務省からＮＴＴ東日本・西日本に依頼することとするのが適当としてござい

ます。 

 ２点目が、コロケーションリソースの配分上限量の緩和でございます。こちらにつきま

しては、６２ページをお開きください。ソフトバンクからの要望でございます。設備更改

など一時的に二重設置が必要な場合には、設備更改後のリソースの返却等を条件に、一時

的にリソースの配分上限量の緩和を求める要望がございました。また、配分上限量自体の

緩和、これは６２ページの脚注５４で、Ｂランク局とＣランク局で、配分上限量が同じ２

架でございますので、Ｂランク局の配分上限量を緩和してほしいという要望でございます。 

 この点につきましては、関係事業者の意見も集約していく必要があるというところもご

ざいましたので、総務省からＮＴＴ東日本・西日本に対し、効率的にコロケーションが確

保されるよう、対処について検討を依頼していくことが適当としてございます。 

 ６２ページの３ポツ目が、コロケーションスペースの確保及びこれが実現しない場合の

代替措置でございます。こちらにつきましては、図８－５をご覧ください。Ｄランク局と
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いうのがございまして、Ｄランク局はコロケーションに空きスペースがない状態というこ

とで、コロケーションできないビルでございます。２０１７年２月時点で、全国で２９６

ビル存在してございます。 

 この点につきまして、考え方を６３ページで整理させていただいております。まず、コ

ロケーションが確保できない場合は、接続事業者は、サービスの提供やそのエリア展開が

困難になるおそれがございます。 

 ですので、６４ページの２段落目、コロケーションスペースの確保については、まず、

ＮＴＴ東日本・西日本による改善策を注視していく必要があるが、コロケーションスペー

スの確保ができない場所におけるリソースの増強見通しについて、透明化を図ることとす

る必要があると記載してございます。 

 これに加えて、コロケーションが実現しない場合の代替措置を確保する必要があると記

載してございます。その具体策としては、米国でのバーチャルコロケーションのような事

例を参考にしまして、接続事業者のサービス提供に利用する機器をＮＴＴ東日本・西日本

において設置管理等を行う手続を接続約款に設けることとし、具体的な手続の内容につい

ては、まずはＮＴＴ東日本・西日本において検討することとするのが適当と整理してござ

います。 

 ６４ページの４ポツ目、コロケーション設備の撤去後の費用負担。こちらはＪＡＩＰＡ

から要望のあった６カ月ルールの見直しでございます。これは何かと申しますと、６５ペ

ージの図８－６をご覧ください。コロケーション設備を撤去する場合、撤去の申し入れを

してから６カ月間はコロケーション利用料相当額を負担してくださいという運用がなされ

てございます。これは、事業者間の取り決めに基づいて行われているところではあるので

すが、こちらにつきましては、「ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方」答申

でも、この点が指摘されまして、ＮＴＴ東日本・西日本が追加調査をしまして、設備の撤

去から次の新設工事にかかる期間が、６カ月以上かかるということで、この運用が続いて

いるところでございます。 

 この点、ＪＡＩＰＡからは、このルールの妥当性の検証を本研究会でやってほしいとい

う意見がございました。ＮＴＴ東日本・西日本からも、この点につきましては６６ページ

で意見が示されておりまして、他の接続事業者の意見も伺いながら、必要な費用負担方法

等の見直しについて検討していきたいということでございます。 

 次に、６６ページの（３）の考え方でございまして、ここでのポイントは、現行の６カ
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月前ルールというのは、早く設備を撤去した事業者も遅く設備を撤去した事業者も、費用

負担が全く一緒ということなので、早く設備を撤去しようというインセンティブが発生し

ないというところが問題ではないかということで、設備撤去を早くした接続事業者には、

その分負担を軽減する仕組みを検討することが適当であると記載してございます。 

 このため、ＮＴＴ東日本・西日本においては、６カ月分の利用料相当額のコストの詳細

を明らかにし、コスト範囲の妥当性を検証し、コスト負担のあり方について検討すること

が適当。また、このルールにつきましては、現状、事業者間の取り決めが根拠ということ

もございますので、透明性確保の観点から、接続約款に規定することが適当としてござい

ます。 

 最後に５ポツの機器の故障等に伴う機器交換の手続でございます。こちらについてもＪ

ＡＩＰＡからの要望でございまして、機器交換をするときに、スペックダウンをした機器

と交換する場合は手続の柔軟化を検討していただきたいというものでございます。こちら

については、ＮＴＴ東日本・西日本からも、機器故障等に伴う機器交換の手続の迅速化に

ついて検討していくという回答がございました。 

 ６７ページの（３）の考え方としましては、総務省からＮＴＴ東日本・西日本に対し、

新たに設置する機器のリソースが既存の機器よりも小さい場合などにおいて、相互接続点

調査の申込みや自前工事の申込みの手続を不要または簡略化すること等について検討を依

頼するのが適当としてございます。 

 長くなりましたけれども、最後、６８ページが、「第９章 接続料交渉の円滑化」でござ

います。こちらについては、まず、（２）でＮＴＴ東日本・西日本から意見がございました。

固定電話の発着信にかかる接続料につきまして、他事業者との間で接続料の算定の考え方

や具体的な算定根拠等について開示を求めてきたものの、情報の開示に応じていただけて

いない状況というところでございまして、それゆえ、裁定手続に係る基準をあらかじめ設

けていただくなどの新たなルールの策定について検討していただきたいという意見でござ

います。 

 この点については、６９ページで、ＫＤＤＩからも意見がございました。事業規模の違

い等から、接続料の水準格差はどうしても出てきますが、協議については、今後も真摯に

協議させていただく考えというものでございます。 

 こちらについての考え方は、６９ページの（３）の最後の段落ですけれども、接続料水

準の決め方は、別段の合意がなければコスト主義の考え方が効率的であり、裁定基準とし
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てこの考え方を示し、裁定手続ではコストに基づく算定根拠の提示が求められることを示

すことで、協議の円滑化を期待することができるというものでございます。 

 以上を踏まえまして、７０ページと７１ページに、「おわりに」ということで、この報告

書を踏まえました総務省の対応をまとめてございます。まず、７０ページの表ですけれど

も、この報告書の提言等を踏まえて、総務省において、以下のとおり、告示や省令の改正

や、ガイドラインの策定、裁定基準の策定等を行っていくということで、平成２９年秋着

手と示してございます。 

 ７１ページが、今度はこちらは、次の項目について、総務省からＮＴＴ東日本・西日本

に対して対応を求めるものでございます。平成２９年秋に実施ということで対応を求めま

して、こちらについて、今後、本研究会でもフォローアップをしていく必要がございます。

したがって、最後のまとめとしましては、本研究会においては、ＮＴＴ東日本・西日本か

らの定期的な報告を求めるとともに、オブザーバーである関係事業者・事業者団体からの

意見聴取を行いつつフォローアップを実施し、必要な検討・見直し等を行っていくことと

するという形でまとめさせていただきました。 

【辻座長】  これまでの議論を詳細にご報告いただきまして、ありがとうございました。

特に３カ月という短い期間でしたけれども、事業者の方々の意見で出てきたものを、うま

くまとめていただきました。また、各章が、現状、何が問題かというところから始まりま

して、それから、接続の場合は事業者間の意見が一番大事ですので、それぞれの事業者の

意見を出していただいて、それを研究会で議論した結果を、考え方という点でまとめてい

ただきました。 

 それでは、今ご説明いただきましたものにつきまして、大分議論しておりますので、細

かい質問等々はもう既に終わっていると思いますが、最後にご質問、コメント等がござい

ましたら、お願いしたいと思います。最初に言いましたように、最初は「はじめに」から

「第４章 ＮＧＮのネットワーク管理」までについて、何かご質問やコメント等がござい

ましたら、お願いしたいと思います。 

【酒井構成員】  本当によくまとまっていて、よくこれだけまとまったなという感じが

いたします。ですから、これをこう変えてくれとか、そういうことではなくて、多少感想

みたいなことになりますけれども、２つありまして、１点目が、２６ページ、２７ページ

あたりに書いてある、帯域あるいはトラヒックというのを新しいコストドライバとしたほ

うがいいんじゃないかという考え方、これが２６ページに書いてありまして、２７ページ
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には、ＮＴＴ東日本・西日本がそれをもとに検討して、本当にそれがいいのかどうか考え

るという話だと思います。その後に、接続料金の設定単位ということで、収容ルータをも

っとスタートアップ用に、例えば契約単位とかトラヒック単位にできないかという話があ

ります。これはまず１番目に、トラヒックをコストドライバとするという話が、収容ルー

タまで含めて大体問題ないとなれば、多分、最後の収容ルータのところも、単位を小さく

して契約したとか、あるいはトラヒック単位にするのは、そんな難しい話ではないとは思

うんです。 

 ただ、そうはいっても、完全にそうかどうかはわからない。例えば、トラヒック以外に、

前の帯域換算係数みたいな、そういった要素も結構あるかもしれない。そういう意見が今

度出てきた場合には、例えば収容ルータのところをトラヒック単位にしたところで、決し

てトラヒックと接続コストあるいは料金が線形関係にはならなくて、少ない、スタートア

ップには割高になる形にコスト的にはなるのではないかと思います。ですから、ここに出

ているからあれですけれども、もしそのようになった場合には、その辺はどうするかとい

うことを、最初、非常にトラヒックが少ないところは非常に高い接続コストとなってしま

うのかどうか、その辺も含めて考えるべきかなという感じがいたしました。 

 それから、もう１点、これはＮＴＴ東日本・西日本の検討を待つこととなっております

けれども、例の優先クラスのところで、コンテンツ・アプリケーション・サービスの間で

不当な差別的な取り扱いをしないでほしいと。そのような形で３８ページに書いてありま

す。このあたりですけれども、そうはいったって、私は音声とほかのコンテンツ、映像等

が完全に同じでいいかどうかというのは多少疑問に思っておりまして、本当はそれらが全

部同じほうがきれいですけれども、なかなかそうはいかないだろうなという感じがいたし

ます。 

 そのときに、あまりこのコンテンツはこうする、これはこうすると、もちろん透明性は

ちゃんとしていなければいけないのですが、あちこちやるより、何かきれいに、音声クラ

スはこう、その次のクラスはこうと、音声に対してはこういう扱い、その次のクラスに対

しては何かこういう扱いという形で、あまりごちゃごちゃするのではなくて、きれいに別

のクラスなのだから別の扱いをすると整理いただいたほうが、同じクラスの中でごちゃご

ちゃやるよりは、むしろ別のクラスだと割り切っていただいたほうがわかりやすいのでは

ないかと思うのですが、これはＮＴＴ東日本・西日本がどう検討されるかを見て、そのと

きに意見を述べたいと思います。 
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【辻座長】  ありがとうございました。何かご意見等はございますか。 

【柳迫料金サービス課課長補佐】  収容ルータにつきましては、まずはＮＴＴ東日本・

西日本に検討をお願いしているということもありますので、そこはどういう形になるかと

いうのは、また改めて、今後検討することになろうかと思います。 

 優先クラスのところは、今、音声もデータも同じ優先クラスというところにはなってい

ますけれども、そこが実際、それ以外のやり方があるかどうかというのは、またＮＴＴ東

日本・西日本の検討状況も踏まえて検討していきたいと思います。 

【辻座長】  それでは、ご意見等ございますか。なければ、また最後に。 

【池田構成員】  まとめていただいて、ありがとうございます。３カ月間、電話網移行

円滑化委員会と並行して、この研究会も実施されておりましたので、かなり大変だったの

ではないかと思いますが、よく課題を整理していただいたと思っています。 

 今回の取り組みで、前回、これまで縦のものを横にしたら何がいいことがあるのだとい

うことを質問させていただきましたが、そこについては、２７ページに書いていただいて

ありますように、こうすることによって、同じ設備を同じように利用した場合のコストの

同等性が確保されるようになるということが、極めて重要な今回のいい成果かなと感じて

おります。 

 それから、先ほど酒井先生がおっしゃった不当な差別的取り扱いについても、何が不当

なのかということについて、議論が今後なされていくのかなと感じておりまして、特に優

先とかいうことで、高い機能であるとか、あるいは品質が高いということで、合理性があ

るのであれば、そこで違いを設けることについては、不当な差別的取り扱いにはならない

ことも考えられるのではないかなという印象は持ちました。でも、今後のご検討を待ちた

いと思っています。 

 それから、あと、トラヒックの増大について見える化をしていただきまして、ありがと

うございました。３３ページのあたりですね。この状況を見ますと、ＩＳＰ事業者にとっ

て自社のサービスをいいものにしていくということにおいて、今回の増設基準のルールを

明確にしていくとともに、メニューを十分周知されるということが大事であるということ

が考え方として示された、大変いいことであったと思います。 

 それから、あと、県間伝送路については、まだよくわかっていないところがあるのです

が、今後検証していくというところで、何を検証していくのかというのがいまいちよくわ

かっていないのですが、１３ページで、他方、県間伝送路の不可欠性に関しては、ＮＴＴ
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東日本・西日本が設置しない設備がどれぐらいあり、その後のＮＴＴ東日本・西日本の調

達に係らない設備の利用可能性というのは、一体何のことを指しているのかというのがよ

くわからなかったのですが、言葉の意味について説明いただけますと幸いです。 

【柳迫料金サービス課課長補佐】  こちらにつきましては、現状、県間の設備につきま

しては非公表にはなってはいるのですが、ＮＴＴ東日本・西日本では、自前回線を設置し

て提供するケースと、公募調達で他社回線を使って提供するケースというのがございまし

て、設備の不可欠性と考えますと、通常、他社から調達している場合は、同じようにほか

の事業者であっても調達できるのではないかというところで、不可欠性があるとは整理は

されていないんですけれども、こちらにつきましては、今後、ＮＴＴ東日本・西日本の自

己設置の設備というのがどのぐらい増えていくのか、ＰＯＩとの関係も含めて、不可欠性

というのを改めて検証していくということが必要だという問題意識を書かせていただいた

ものでございます。 

【池田構成員】  これについてはフォローアップしていくということでよろしいでしょ

うか。 

【柳迫料金サービス課課長補佐】  はい。 

【辻座長】  それでは、後半の第５章から「おわりに」につきまして、またコメントあ

るいは印象等でも結構ですので、どなたからでもお願いいたします。 

【相田座長代理】  前半を含めまして、これまで行ってきた議論に基本的に沿っている

かなと思います。取りまとめされた事務局にお礼申し上げたいと思いますけれども、１点、

５章、ページで言いますと４４ページの分岐端末回線のあたりで、たしかこの点について、

この研究会で議論したときに、私は欠席させていただいたところではないかなと思います

ので、確認させていただきたいのですが、４４ページのアで、分岐端末回線を残置してい

る、しかしながらその場合、接続事業者では回線撤去をしたくても利用者解約後の元の利

用者に連絡をとることが難しいという、このあたりに関係して、この間の契約関係がどう

なっているんだというのが気になるのですが、分岐端末回線は、資産としてはＮＴＴ東日

本・西日本の資産ですよね。 

【柳迫料金サービス課課長補佐】  そうです。 

【相田座長代理】  それを最後に使った接続事業者が借用している。で、それが利用者

宅に置かれているときに、そういうＮＴＴ東日本・西日本の資産が利用者宅に置かれてい

る、そこの関係というのはどういう位置づけになっているのでしょうか。 
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【柳迫料金サービス課課長補佐】  資産としましては、ＮＴＴ東日本・西日本の資産が、

例えば接続事業者のユーザー宅にあるという状態ではあるのですが、それはユーザーとの

契約関係が切れたとしても、接続事業者がＮＴＴ東日本・西日本から借りた状態でユーザ

ー宅に残置しているという状態になっています。 

【相田座長代理】  いや、極端な言い方すれば、物を置かせてもらっているのでショバ

代を払うべきなのかもしれないとか、だから結局、そこはもう契約関係が切れたのに、そ

こに資産が置きっぱなしになっているということが、契約上どう整理されていて、逆にも

う邪魔だから撤去してくれとユーザーから言ってきたときには、恐らく当然応じなければ

いけないという意味では、何らかの意味でつながりをどっちかが持っていなければおかし

いのに対して、最近の個人情報保護との関係でもって、契約解除したら基本的にはそのユ

ーザーの情報はできるだけ破棄したいというのが、接続事業者の事情であることはわかる

のですが、そういう、物が置かれているという関係で連絡をとることが難しいという状態

になっていて、そもそもいいのかというところが気になったので、そこら辺を教えていた

だきたいという質問だったのですが。 

【柳迫料金サービス課課長補佐】  そこはユーザーの情報の扱いというのを各社どうし

ているかというところにもかかわってきますし、そこは恐らく事業者よっても違いがある

と思いますので、そういった面で、どういう形に運用していくのが一番いいのかというの

は、今、ＮＴＴ東日本・西日本とＫＤＤＩで協議はしておりますので、そこの、今、先生

がおっしゃった契約関係も含めて、最終的には考え方を整理していかなければいけないな

と思っていますので、そこは協議の結果の報告を受けて、最終的な報告、改めて検証と書

いていますので、そこで整理していきたいと思います。 

【辻座長】  酒井構成員、池田構成員、何か全体を通じて感想等ございましたらどうぞ。 

【酒井構成員】  私も２点、後半でありまして、今、１点は、まさに相田先生もおっし

ゃったことにほとんど近いんですけれども、こちら、ＫＤＤＩの意見では、自分たちは撤

去した後は元の利用者あるいは次の利用者に連絡がとりにくいのでという話があったと思

いますし、前回、私、全部ＮＴＴ東日本・西日本が後を引き取ればいいのではないかとか

なり気楽なことを言いましたが、今度、ＮＴＴ東日本・西日本の方は、最初、例えば契約

していた事業者が利用者との連絡がとりやすいという話があって、どっちかよくわからな

いので、どっちにしましても、そこは整理していただいて、結果的に合意ができればいい

と思います。 
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 もう１つ、最後の接続のところ、これ、いつもこういう言い方がされてきたんですけれ

ども、確か接続交渉ですね。 

【柳迫料金サービス課課長補佐】  はい。６８ページ。 

【酒井構成員】  ＫＤＤＩのご意見は、事業規模の違いで、どうしても接続料の格差が

出てくるということでした。今後、ちゃんと検討していくということで、書いたことはそ

れで構わないと思いますが、大元で言うと、接続料を安くするというモチベーションがあ

まり働かないのではないかなという。携帯料金もそうでしたけれども、接続料というのは、

どうせ相手が払う料金で、自分が相手に言えば相手の会社からもらえる料金で、自分の加

入者から取るわけではないので、このあたりは素直に、コストの公開を行ったところで、

接続料を安くするというモチベーションが働きにくいのではないかなという気もいたしま

して、何かそれも考えていかないと、どうしてもこういう話がしょっちゅう出てくるので

はないかと思っております。 

【辻座長】  ありがとうございました。 

【池田構成員】  今、酒井先生がおっしゃった着信ボトルネックの市場支配力といいま

すか、着信側なので、電話をあの人にかけたいと思うけれども、値段が高いからほかの人

に電話をかけるということはおよそあり得ないので、高い値段の接続料を下げるインセン

ティブがないというのは、多分、おっしゃるとおりだと思います。なので、そこの下げる

インセンティブがないことを、コストの資料をなるべく透明化していただいて、どれぐら

い利潤を上げているのかということの検証可能性がある状況の一つの第一歩が、今回の取

組なのかなと感じております。 

 それから、スタックテストのことについて、大変よく整理していただきまして、ありが

とうございました。スタックテストの基準を満たさなかったときにどういう手段がとり得

るのかということで、整理されているように、接続料を下げるか、あるいは利用者料金を

上げるかという２種類の方法が、スタックテストの基準を満たさないという場合に考えら

れる方策ですが、それについて対応を整理するということは、とてもよかったと思います。 

 営業費の範囲について、現状ではサービス立ち上げ期の営業費がかかり過ぎるというと

ころで、除くことになっていますが、これも今後の検証の対象になるという理解でいいの

でしょうか。 

【柳迫料金サービス課課長補佐】  営業費の範囲につきましては、池田先生から前回か

らそこはご指摘をずっといただいているところですし、実際、５年間の平均という形をと
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っていますので、単年度で見たときの販促費が上がっているところだけを見ているわけで

はなくて、５年平均というところで見れば、ある程度ならされたところもあると思います

し、実際、接続料原価から除いたコストでもありますので、そこの営業費の範囲とデータ

を含めた基準値についての検討というのはセットでやっていくものだと認識しております。 

【池田構成員】  わかりました。 

【辻座長】  それでは、どうもありがとうございました。今の議論を伺っておりますと、

幾つかご質問が出たもので、県間伝送路の問題とか、あるいは分岐端末回線の残置の問題、

それから接続料をどう安くするかというのは、今、一般論ですけれども、池田先生がおっ

しゃった着信の場合ですね。これは着信のコールターミネーションという、これからの自

由化、規制緩和の大きな問題が残っております。 

 先ほどの議論を受けまして、本報告書案をどのように修正するかは、座長である私に任

せていただきたいと思います。できるだけ読まれた方が議論の本質がわかるように書き加

える形で修正したいと思いますけれども、いかがでございましょうか。 

 それでは、あとは事務局と取り計らって、先ほどいただいた質問やご意見を元に、わか

りやすい形で後に残るようにさせていただきたいと思います。 

 それでは、修正を加えたものを本研究会の第一次報告書（案）として取りまとめ、事務

局において準備ができ次第、第一次報告書（案）を公表していきたいと思いますので、よ

ろしくお願いいたします。 

 それでは、事務局から「資料６－２ 『接続料の算定に関する研究会』検討スケジュー

ル（案）」について、ご説明お願いいたします。 

【柳迫料金サービス課課長補佐】  それでは、「資料６－２ 『接続料の算定に関する研

究会』検討スケジュール（案）」をご覧ください。 

 本日の第６回研究会で、第一次報告書（案）についてご審議いただきましたので、予定

としましては、今後７月１日から７月３１日までの間、この報告書（案）の意見募集の手

続に付したいと思います。その後、９月上旬の第７回研究会で報告書を取りまとめという

形にさせていただきまして、報告書を公表する予定です。その後、報告書を踏まえまして、

総務省では省令・告示・ガイドラインの改正等の作業を行うとともに、本研究会において

も、報告書のフォローアップ、ヒアリングなどを実施していただくというステップを踏ん

でいきたいと思います。 

【辻座長】  ありがとうございました。それでは、もし修正がある場合には、構成員の
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皆さんには確認をいただきたいと思います。 

 それでは、これをもちまして、第６回の会合を終了させていただきたいと思います。本

日は、どうもありがとうございました。 

 

以上 

 


